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（ T E L . 0 3 - 3 5 9 3 - 1 5 0 0 ） 

 

譲渡制限付株式報酬制度（従業員向け）の導入に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社従業員向けに譲渡制限付株式報酬制度（以下、「本制度」

といいます。）を導入することを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

1 本制度の導入目的 

当社は、2021 年 12 月に公表した 2022 年 10 月期から５か年の中期経営計画に基づき新たな挑戦に取

組み始めたステージにあります。 

中期経営計画においては下記 3点を重点戦略と位置づけております。 

① 「20代通年採用」支援のプラットフォームである基幹 Webメディアの更なる成長強化を実現する。 

② “テクノロジーを駆使したリアルの追求”をテーマに 2020 年以降に投入した新サービスを飛躍

させ、新規事業への積極的なチャレンジも継続する。 

③ 首都圏市場への集中的な資源投下による体制強化を図り、テクノロジーを活用したマ 

ーケティング戦略でブランド力とシェア拡大を実現する。 

これらの重点戦略を実行し、2026 年 10 月期に売上高は 2021年 10月期比約 2 倍の 120億円、経常利

益は 2021年 10月期比 65％増の 33.2億円とすることを目指しています。 

本制度の導入によって当社従業員が当社株式を保有することにより、中期経営計画の達成と、中長期

的な業績向上及び企業価値増大への貢献意識を高め、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目

的としております。 

 

2 本制度の概要 

（1） 割当対象者 

本制度の割当対象となるのは、一定の条件を満たす当社従業員（以下、「付与対象者」といい

ます。）であり、譲渡制限付株式の割当を決定する時点において、割当を希望する者を予定して

います。 

 

（2） 譲渡制限付株式の払込金額 

本制度により付与対象者に対して処分される当社自己株式（普通株式）１株当たりの払込金額

は、当該普通株式の募集事項を決定する取締役会決議の日の前営業日の東京証券取引所におけ

る普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）を基



礎として、付与対象者に特に有利な金額にならない範囲において取締役会にて決定いたします。 

 

（3） 金銭報酬債権の支給及び現物出資 

当社は、付与対象者に対し、当該付与対象者に処分される普通株式の払込金額相当額の金銭報

酬債権を支給し、付与対象者は、当該金銭報酬債権の全部を現物出資財産として当社に支給し、

当該普通株式を引受けることとなります。 

なお、当社は、付与対象者に対し、現物出資財産として給付するための金銭報酬債権を支給し

ますが、これにより付与対象者の賃金が減額されることはありません。 

 

（4） 譲渡制限期間 

本制度の導入目的の一つである企業価値の増大を中長期にわたって実現するため、一定の譲

渡制限期間を設けます。この期間については取締役会において決定いたします。 

 

（5） その他 

 本制度の具体的な導入時期、処分株式数、対象者の範囲その他本制度の具体的な内容について

は、2023年度中の当社取締役会において決定することを予定しております。 

以上 

 


